
旧下田小学校跡地活用事業 

公募型プロポーザル実施要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●現地見学会 

 令和６年 ９月１８日(水) 

      ９月１９日(木) 

１０月２３日(水) 

●参加申込期間 

 令和６年９月６日(金)～令和６年１０月１１日(金) 

 ※事業提案等を提出する前に参加申込が必要です。 

●事業提案等の提出期間 

 令和６年１０月１８日(金)～令和６年１１月１１日(月) 
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（１）趣旨・目的 

  令和３年３月末をもって閉校した旧下田小学校の既存建物および敷地について、長年教

育の場として地域コミュニティの形成に寄与してきた歴史や自然に恵まれた環境である

ことを踏まえつつ、主として「学校跡地の特色や周辺の地域環境等を踏まえた既存施設を

有効活用する提案」を広く募集し、民間が有する事業ノウハウや創意工夫等をもとに、新

たな起業の促進や雇用の創出等、地域活性化に貢献できる事業者を公募型プロポーザル方

式により選定するものです。 

 

（２）実施方式 

  公募型プロポーザル方式により実施します。 

 

（３）契約種別 

  契約種別は、『①土地の売買契約及び建物の無償譲渡契約』 又は 『②土地の賃貸借契約

及び建物の使用貸借契約』のいずれかとします。 

  なお、事業者選考の審査において、①の場合には一定の加点を行うものとします。 

 

（４）提案内容 

  学校跡地の特色や周辺の地域環境等を踏まえ、学校跡地を有効活用する提案をお願いし

ます。事業の提案にあたっては、民間が有する事業ノウハウや創意工夫等をもとに、自由

な提案を求めておりますが、事業の実現性及び継続性に加え、地域の活性化や環境保全、

施設の地域利用など地域への貢献度も評価の対象となります。 

  旧下田小学校は災害時の市指定避難所とされており、今後も地域住民の安全を守る避 

難所として継続的に利用可能である事業提案としてください。開設頻度や避難者数、避難

所スペース、避難所設置に要する備品一式の保管場所は、以下を想定しています。 

  なお、本契約の締結と合わせ、費用負担など避難所利用に関する詳細を定めた「避難所

運営に関する協定書」を別途協議の上、締結していただきます。 

 ※提案審査において、指定避難所としての継続利用ができないと評価された場合は、候補

者として選定しません。 

   ・開設頻度、避難者数（見込） ：年間数回程度 最大 10 名程度 

   ・避難所スペース ：和室（1F）、パソコンルーム（2F） 

   ・備品一式保管場所の必要面積 ：約 16 ㎡（教材室相当） 

 

（５）対象物件の概要 

 ■ 施設名称     旧下田小学校 

 ■ 所在地      久留米市城島町下田２５１番地１ 

 ■ アクセス     西鉄電車 大善寺駅まで約５km、高速道東脊振 ICまで約１０km 

  

１.事業の概要 
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 ■ 対象施設の概要 

 ① 【土地】 

地番 久留米市城島町下田字寺塚 245 番 2、247 番 1、247 番 2、248 番 1、

249番、250 番、251 番 1、258 番 1 

敷地面積 9,273.44㎡（約 2,805坪）（現況） 

都市計画区域 非線引き都市計画区域 

特定用途制限地域 田園居住地区 

接面道路の幅員及

び構造 

西側：幅員約 6.0ｍ（市道） 北側：幅員約 4.7ｍ（市道） 

東側：幅員約 5.5ｍ（市道） いずれも概ね等高に接面 

防災情報 筑後川洪水浸水想定地域 

その他の情報は久留米市ＨＰから確認してください。 

 ② 【建物】 

既存施設の概要 校舎（管理教室棟） ・構 造：鉄筋コンクリート造 

・階 数：２階建て（１５室） 

・延床面積：１２５５．９９㎡（給食室含む） 

・建 築 年：昭和６２年度建設 

・屋上のアスファルト防水に一部ひび割れあり 

・ペントハウスの天井に雨漏り跡あり 

・外階段下のコンクリート面に一部剥落等あり 

・１階給食室前廊下天井のトップライトからの雨

漏りあり 

校舎（特別教室棟） ・構 造：鉄筋コンクリート造 

・階 数：２階建て（７室） 

・延床面積：５６１．１４㎡ 

・建 築 年：昭和５１年度建設 

・平成２１年度耐震診断（耐震改修不要） 

・屋上のアスファルト防水にひび割れあり 

・音楽室、図書室の天井に雨漏り跡あり 

・外壁や軒下の一部コンクリート面に剥落、ひび

割れ、錆汁が見られる 

屋内運動場（体育

館） 

・構 造：鉄骨造 

・階 数：１階建て 

・延床面積：４３０．７９㎡ 

・建 築 年：昭和４８年度建設 

・平成２３年度耐震診断 

・平成２４年度大規模改造（耐震改修含む） 

旧学童保育所 ・構 造：軽量鉄骨造 

・階 数：１階建て 

事
業
の
概
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・延床面積：８１．６９㎡ 

・建 築 年：平成１４年度建築 

その他 ・プール更衣室（４３.０７㎡、昭和５７年度建築） 

・体育倉庫（３０．５２㎡、昭和４８年度建築） 

・屋外便所（２４㎡、平成２５年度建築） 

・倉庫①（１９．８㎡、建築年不詳） 

・倉庫②（１０．５３㎡、建築年不詳） 

建築基準 建ぺい率：７０％ 容積率：２００％ 

 ③ 【インフラ】 

電気 キュービクルの能力の範囲内で高圧利用可 

キュービクルの能力は動力 75kVA、電灯 50kVA 

水道 公営水道あり 現在、口径φ50mmで引込済 

下水道 市町村設置型合併処理浄化槽（１８人槽） 

ガス ＬＰガス （都市ガスなし）  

インターネット

回線 

ＮＴＴ西日本フレッツ光ネクスト（最大概ね１Gbps）提供可能エリア 

※光ケーブル引き込み履歴なし 

 ④ 【付帯設備】 

プール ・構 造：鉄筋コンクリート造 

・規 格：２５ｍ×４コース 

・建 築 年：昭和５７年度建築 

・プールのコンクリート面にひび割れ、カビ等が見られる 

・プールの擁壁部分の一部が南側水路に越境しています。（６）物件の

注意事項 ④特記事項 Ａ）を確認してください。 

空調設備 一部教室に空調設備を備え付け ※すべて設置後１０年以上経過 

管理教室棟：２階コンピュータ室、１階教育相談室、校長室、職員室 

特別教室棟：２階図書室、１階保健室 

旧学童保育所 

太陽光発電設備 平成２１年度設置 容量は 10kW（管理教室棟屋上）蓄電設備はなし 

遊具 ブランコ１基、鉄棒（６連）１基、タイヤ遊具１基、吊タイヤ遊具１

基、コンビネーション１基、ハントウ棒１基、シーソー１基、雲梯１基 

その他 運動場（５，４４３㎡）、動物舎、周年記念碑、フェンス、放送設備、

夜間照明設備、消防サイレン、六地蔵碑、墓石（契約締結までに供養お

経予定） 

 ⑤ 【売買の場合に事業者に所有権が移転しないもの】 

  ○市町村設置型合併処理浄化槽 

 

 

 

事
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（６）物件の注意事項 

 ① 土壌汚染調査等 

   土地に係る土壌汚染調査、地下埋設物調査は実施していません。 

 

 ② アスベスト調査 

   吹付けアスベスト（レベル１）、石綿含有保温材（レベル２）は校舎（管理教室棟）、校

舎（特別教室棟）、屋内運動場（体育館）、プール更衣室、体育倉庫及び屋外便所について

調査し、使用実態はありませんでした。 

   石綿含有成形板、石綿含有仕上塗材等（レベル３）は未調査です。 

 

 ③ 埋蔵文化財調査 

   埋蔵文化財について、開発等を行う場合には、久留米市市民文化部文化財保護課への

照会が必要になります。 

 

 ④ 特記事項 

  Ａ）プールの擁壁部分及びグラウンド南側のフェンスの一部が、南側水路（市管理）敷

地に越境しています。現時点で具体的な計画はありませんが、市が南側水路の改修

等を実施する場合は、敷地の土留めの役割をしているプールの擁壁部分の撤去によ

り、プールの利用ができなくなる場合があります。売買契約の場合、契約締結と合

わせて、市の水路改修事業に協力をしていただくことについて覚書を締結していた

だく予定です。 

           

       （プールの擁壁部分の現況写真）      （グラウンド南側のフェンスの現況写真） 

  Ｂ）下記業務は、これまで市の管理において法定点検として外部委託にて実施していま

した。本契約締結後は関係法令に基づき、事業者で契約し実施することが必要とな

ります。 

     ・建築物及び建築設備定期点検業務 

     ・消防設備保守点検業務 

     ・自家用電気工作物保安点検業務 

  Ｃ）これまでの市の管理においては以下の業務を外部委託にて実施していました。実施

の必要性については事業者の判断となりますが、参考として掲載します。 

     ・警備業務 

     ・校門施錠及び屋外トイレ清掃業務 

事
業
の
概
要 
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     ・施設維持管理等業務 

  Ｄ）敷地内には以下に示す電柱が設置されています。売買契約の場合、所有者となった

事業者において、電柱所有者等と別途電柱の底地にかかる契約を締結していただく

必要があります。 

     ・電柱（九州電力株式会社）   ３本 

     ・電柱（西日本電信電話株式会社）２本 

  Ｅ）旧下田小学校の運動場は、現在、ドクターヘリの離着陸場となっています。売買契

約の場合、事業者の都合で離着陸場としての利用ができなくなる時は、久留米広域

消防本部との協議が必要となります。貸付契約の場合は、継続して離着陸場として

利用するものとします。 

  Ｆ）現在、学校施設内には備品等の動産が存置されていますが、物件の引き渡しまでに

市が撤去・処分を行います。 

  Ｇ）現在、運動場には地域が利用するための備品等一式を保管している施設開放倉庫が

設置されています。売買契約の場合、引き続き設置ができるかどうかについては、

地元と協議を行ってください。 

  Ｈ）汚水処理については、市町村設置型の合併処理浄化槽（１８人槽）が設置されてお

り、事業者が使用を開始するためには、久留米市特定地域浄化槽の整備に関する条

例（平成 16年 12 月 28日 条例第 73 号。以下「久留米市浄化槽条例」という。）に

基づく届出が必要となります。売買契約の場合、本件土地を浄化槽設置用地として

使用するための土地使用貸借契約書も併せて締結することになります。また、久留

米市浄化槽条例に基づく月額使用料（参考実績：１９２，３２４円／年）を久留米市

企業局に支払わなければなりません。 

    用途の変更や建物の増設等により、汚水処理量に応じた合併処理浄化槽の増設等が

必要になる場合は、既設の１８人槽の撤去費用を含め、事業者の費用負担により行

っていただくことになります。そのほか同条例で定められている規定を遵守してく

ださい。 

  

事
業
の
概
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（１）参加資格要件 

 ① 参加資格事項 

    プロポーザルに参加できる者は、以下に掲げる要件の全てに該当する者とします。 

    なお、資格要件を確認するため、必要に応じて提出された書類等に基づき警察に照

会することがあります。 

  Ａ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること 

  Ｂ）久留米市または他の地方公共団体から指名停止措置を受けていないこと 

  Ｃ）国税を滞納していないこと 

  Ｄ）参加申込者の所在地の区分に応じ、次に定める地方税等を滞納していないこと 

     ・久留米市内 県税及び市税並びに個人事業主にあっては国民健康保険料 

     ・久留米市以外の福岡県内 県税 

  Ｅ）電子交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営

状態が著しく不健全であると認められる者でないこと 

  Ｆ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされ、

更生計画又は再生計画の履行が完了していない者でないこと 

  Ｇ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと、又は法人であ

ってその役員が暴力団員でないこと、次に掲げる者でないこと 

   ア）当該物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用途に供しようとする者 

   イ）法人の役員等（「法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外

の者」をいう。以下同じ。）が暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経

過していない者 

   ウ）次のいずれかに該当したとき 

    ａ．暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるとき 

    ｂ．役員等（役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画してい

るものを含む。以下同じ。）が暴力団員等であると認められるとき 

    ｃ．暴力団員等であることを知りながら、暴力団員等を雇用し、又は使用している

とき 

    ｄ．暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、その者から諸機械、器具、道

具、薬剤、物品等を購入し、又は再委託、下請契約その他の契約を締結したとき 

    ｅ．暴力団又は暴力団員等である事実を知らずに、c又はｄに該当する行為を行って

いた場合であって、当該事実の判明後速やかに、解雇に係る手続や契約の解除

など市が求めた是正措置を行わないとき 

    ｆ．自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したとき 

２.公募に関すること 

公
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    ｇ．暴力団又は暴力団員等に経済上の利益又は便宜を供与したとき 

    ｈ．役員等又は使用人が、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の

利益を図る目的若しくは第三者に損害を与える目的をもって、暴力団若しくは

暴力団員等を利用したとき又は暴力団若しくは暴力団員等に経済上の利益若し

くは便宜を供与したとき 

    ⅰ．役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等と密接な交際を有し、又は社

会的に非難される関係を有しているとき 

    ｊ．ａからⅰまでのいずれかに該当する者であることを知りながら当該者と契約を

締結したとき 

    ｋ．ａからⅰまでのいずれかに該当する者であることを知らずに当該者と契約を締

結していた場合であって、当該事実の判明後速やかに契約の解除など甲が求め

た是正措置を行わないとき 

   エ）前記 ア）から ウ）に該当する者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

 

 ② 失格事項 

   プロポーザルに参加申込をした者で、契約締結までに下記事項に該当することが判明

した場合、参加資格を失うため、契約の締結はできません。 

  Ａ）参加資格要件を満たしていない場合、または満たさなくなった場合 

  Ｂ）提出書類に虚偽の記載があった場合、または提出書類に不備があった場合 

  Ｃ）実施要項で示された提出期日・提出場所・提出方法・書類作成上の留意事項等の条

件に適合しない書類の提出があった場合 

  Ｄ）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

  Ｅ）プレゼンテーションを正当な理由なく欠席した場合  

  Ｆ）価格提案書に記載された金額が最低売却額又は最低貸付額を下回っていた場合 

 

（２）参加事業者の構成 

  参加できる者は、単体の事業者又は個人若しくは複数の事業者（以下「共同企業体」と

いう。）によって構成されるグループ（以下「グループ」という。）とし、以下の注意事項を

遵守してください。 

  Ａ）グループによって事業に参加しようとする場合は、参加申込書等提出時までに、代

表者を決定し、共同企業体結成予定書を作成して提出してください 

  Ｂ）共同企業体の構成員は、代表事業者が負担する一切の義務履行に関し連帯してその

責を負うこととします 

  Ｃ）同一事業者が複数のグループへの参加による重複応募はできません 

  Ｄ）グループで参加する場合も１事業者とみなし、１つの提案しか行うことはできませ

ん 

  Ｅ）共同企業体の構成員は、それぞれ「２(１)参加資格要件」を満たさなければなりま

せん 
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（３）スケジュール 

 

 項目 日程 

① 実施要項の公開 令和６年 ９月 ６日（金） 

② 現地見学会（３回開催） 令和６年 ９月１８日（水） 

令和６年 ９月１９日（木） 

令和６年１０月２３日（水） 

③ 質問書の受付期間 令和６年 ９月 ６日（金）から 

令和６年１０月２５日（金）まで 

④ 質問書への回答（掲載予定） 令和６年１０月 ４日頃（予定） 

令和６年１１月 ５日頃（予定） 

⑤ 参加申込書受付期間 令和６年 ９月 ６日（金）から 

令和６年１０月１１日（金）まで 

⑥ 資格確認の結果通知 令和６年１０月１８日頃（予定） 

⑦ 提案書類の受付期間 令和６年１０月１８日（金）から 

令和６年１１月１１日（月）まで 

⑧ プレゼンテーション審査 令和６年１１月２５日頃（予定） 

⑨ 優先交渉権者の決定 令和６年１１月２９日頃（予定） 

⑩ 契約内容協議 令和６年１２月頃 

⑪ 仮契約の締結 令和７年 １月１５日頃（予定） 

⑫ 契約保証金の納付 令和７年 １月２９日頃（予定） 

⑬ 市議会の議決・本契約の効力発生 令和７年 ３月２５日頃（予定） 

 

（４）応募手続き 

 ① 実施要項の公開 

   すべての書類は市のホームページからダウンロードしてください。紙資料の配布は行

いません。 

（ＵＲＬ）https://www.city.kurume.fukuoka.jp/1090sangyou/2010nyuusatsu/3110proposal/2024-0829-0939-20.html 

   【公開開始日】 令和６年９月６日（金） 

 

 ② 現地見学会 

   本事業への応募に際し、現地見学会を実施します。参加は任意ですが、現地見学会以

外で、対象物件の建物内部に立ち入ることはできません。 

   【開催日程】 

    （第１回）令和６年 ９月１８日（水）１０時～１５時（雨天決行） 

    （第２回）令和６年 ９月１９日（木）１０時～１５時（雨天決行） 

    （第３回）令和６年１０月２３日（水）１０時～１５時（雨天決行） 

     ※それぞれで見学内容に違いはありません。両日程に参加することも可能です。 
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   【申込方法】 

    （第１回・２回）令和６年 ９月１３日（金）１７時 締切 

    （第３回）   令和６年１０月２１日（月）１７時 締切 

以下のリンク先の電子申請サービスにて、必要項目を入力し申し込みしてください。 

      

     https://shinsei.pref.fukuoka.lg.jp/SksJuminWeb/EntryForm?id=htFs1pt1 

      

   【備 考】 

    参加人数は、１事業者につき５名まで。選考の公平性を担保するため、当日は質問

の受付は行いません。質問がある場合は③質問受付に記載の方法にて行ってくださ

い。 

 

 ③ 質問受付 

   内容確認が必要で質問を行う場合は、必ず下記に記載の方法にて行ってください。口

頭、電話等での質問の受付はできません。 

   【受付期間】 

    令和６年９月６日（金）～令和６年１０月２５日（金） 

   【提出方法】 

    以下のリンク先の電子申請サービスにて、必要項目を入力し送信してください。 

      

     https://shinsei.pref.fukuoka.lg.jp/SksJuminWeb/EntryForm?id=6wrxYSKs 

      

   【備 考】 

    送信後は入力したメールアドレスに受付確認メールが送信されますので必ず確認し

てください。受付確認メールが届かない場合は市に電話にて質問の到達を確認して

ください。質問は、市の回答とともに市公式ホームページに掲載します。 

 

 ④ 質問への回答 

   【回答予定】 

（１回目）令和６年１０月４日頃   （２回目）令和６年１１月５日頃 

   【回答方法】 

    市公式ホームページに掲載します。また、質問時に入力されたメールアドレス宛に

回答を HPに掲載した旨を電子メールでお知らせします。 

 

 ⑤ 参加申込書受付 

   【受付期間】 

    令和６年９月６日（金）～令和６年１０月１１日（金）必着 

    （持参の場合は土・日曜日、祝日を除く午前９時から午後５時までの間） 
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   【受付方法】 

    直接持参もしくは郵便（「書留」「簡易書留」「レターパック」等書類の到着の確認が

取れる方法に限る。受付期間内の必着。）のいずれかの方法による。 

    なお、郵便事故等については、市は責任を負いません。 

    （提出先）〒830-8520久留米市城南町 15-3 久留米市役所 総務部財産管理課 宛 

   【提出書類】（各 1部） 

    Ａ）参加申込書（様式第１号） 

    Ｂ）参加資格に係る申立書（様式第２号） 

    Ｃ）委任状（支店等に参加手続き等の委任を行う場合のみ）（様式第３号） 

    Ｄ）（法人の場合）登記事項全部証明書 

      （個人の場合）身分証明書 （禁治産・準禁治産の宣告、成年被後見人の登記、

破産の通知を受けていないことを証明するためのもの。本籍地の市町村役場で

発行しています。） 

    Ｅ）役員等調書及び照会承諾書（様式第４号） 

    Ｆ）決算書類（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書）過去３期分 

      ※個人の場合、決算書類は不要ですが、個人事業主として事業所得の申告を行

っている場合は、確定申告書の写し及び収支内訳書等の付属書類 過去３年分 

    Ｇ）共同企業体結成予定書（共同企業体で参加する場合のみ）（様式第５号） 

    Ｈ）納税証明書等（発行後３ヶ月以内のもの。） 

      ※下記の所在地区分に従って法人・個人別に証明を提出してください。 

      ※共同企業体の場合はすべての事業者のものを提出してください。 

所在地区分 
税区分 納税等証明書 

 税目 法人 個人 

  
市外 

（県外） 
国税等 

法人税、所得

税、消費税及び

地方消費税 

国税に未納が

ない証明（納税

証明書その３

の３） 

国税に未納が

ない証明（納税

証明書その３

の２） 

 
市外 

（県内） 
福岡県税 

法人事業税、個

人事業税 

福岡県税に未

納がない証明 

福岡県税に未

納がない証明 

市内 
久留米市税 

法人市民税、市

県民税、固定資

産税、軽自動車

税 

久留米市税に

滞納がない証

明 

久留米市税及

び国民健康保

険料に滞納が

ない証明 
久留米国保 国民健康保険 － 

（例１：市内・法人の場合、「国税等」「福岡県税」「久留米市税」の証明を提出） 

   （例２：県外の営業所で申請される法人の場合、「国税等」の証明を提出） 

   【備 考】 

    受付後は、参加申込書に記載のメールアドレスに受領確認のメールを送信します。 
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 ⑥ 資格審査 

   ⑤で提出された書類にて資格審査を行います。 

   【結果通知日】 

    令和６年１０月１８日頃（予定） 

   【通知方法】 

    参加申込書記載のメールアドレスに資格審査結果通知を送付します。 

    資格審査を満たした事業者に対し、企画提案書（副）に記載いただく「仮の提案者

名（例：「Ａ社」等）」をあわせて通知します。 

 

 ⑦ 提案書類の受付 

   企画提案書（副）１１部は、提案事業者名の記載をせず、資格審査結果通知とあわせ

て通知した「仮の提案者名」で作成してください。企画提案書（正）１部にのみ、提案事

業者名を記載して作成してください。 

   【受付期間】 

    令和６年１０月１８日（金）～１１月１１日（月）必着 

    （持参の場合は土・日曜日、祝日を除く午前９時から午後５時までの間） 

   【受付方法】 

    直接持参もしくは郵便（「書留」「簡易書留」「レターパック」等書類の到着の確認が

取れる方法に限る。受付期間内の必着。）のいずれかの方法による。 

    なお、郵便事故等については、市は責任を負いません。 

    （提出先）〒830-8520久留米市城南町 15-3 久留米市役所 総務部財産管理課 宛 

   【提出書類】 

    Ａ）企画提案書等提出届（様式第６号）                 １部 

    Ｂ）旧下田小学校跡地活用企画提案書 （【企画提案書の様式等】を参照） 

                             １２部（正１部、副１１部） 

    Ｃ）価格提案書 （様式第７号）                    １部 

 

  Ｂ）旧下田小学校跡地活用企画提案書の様式等 

   ア）企画提案書の注意事項 

     企画提案書の作成にあたっては、下記に示す様式を遵守の上、提出してください。 

    ■表  紙：「旧下田小学校跡地利活用企画提案書」と記載 

    ■様  式：Ａ４版縦型（図面等は除く）・長編綴じ・横書き 

          ※Ａ４サイズを超過するものは、Ａ４サイズに織り込み綴じること 

    ■提出部数：１２部（正１部、副１１部） 

          ※併せて提案書の電子データをＣＤ－Ｒに格納し１枚提出。 
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   イ）企画提案書の構成 

     提案書は、下表に示す構成とし、それぞれのポイントに留意し、文書で簡潔に記

載してください。 

大項目 小項目 ポイント 

契約内容 契約の種別 売買契約・貸付契約のどちらを希望しているか 

避難所利用 指定避難所と 

しての機能 

地域住民の安全を守る指定避難所として継続的

に利用可能である事業提案がなされているか 

１.事業概要等 ①事業目的及び 

事業概要 

Ａ）提案する事業の目的・方針、事業概要が明確

で、魅力があり、将来性を感じるものであるか 

２．地域への 

貢献 

②まちづくりへ 

の寄与 

 

Ｂ）賑わい創出、福祉向上、雇用創出、経済活性

化など地域の発展が期待できる事業提案がな

されているか。 

Ｃ）騒音や振動等、近隣住民の迷惑にならない等、

地域の環境保全には万全を期する事業提案が

なされているか 

Ｄ）施設の地域利用への配慮や、地域行事への参

加など、地域参画についての提案がなされてい

るか 

３.事業運営等 ③運営計画 Ｅ）運営方針・運営計画・運営体制・事業スケジ

ュールが具体的かつ実現性があり、収入・支出

に関する前提条件などが明確にされ、施設の整

備費用や維持管理費等なども的確に見込んだ

具体的収支計画が示されているか 

④財務状況 Ｆ）事業者の財務状況が本事業の実施に耐えうる

十分な健全性を有しているか 

 

   ウ）企画提案書作成時の留意点 

    ■企画提案書に記載する事業開始のスケジュールについては、各契約の事業着手及

び用途開始時期に記載のとおり、３カ月以内の事業着手、２年以内の指定用途に

よる使用開始を満たすように注意してください。 

    ■文章を補完するためにイメージパースや図面等を使用して差し支えありません。 

 

  Ｃ）価格提案書の注意事項 

    価格提案書は、他の提出書類と分けて必ず封かんし、封筒表面に応募者名を記載し

てください。 なお、土地のみの価格提案であるため、消費税及び地方消費税は非課税

となりますのでご注意ください。 
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 ⑧ プレゼンテーション審査 

   【実 施 日】 

    令和６年１１月２５日頃（予定） 

   【実施場所】 

    対象事業者に別途通知します。 

   【提案時間／質疑応答】 

    ３０分／４５分 

   【参加人数】 

    ５人まで 

   【留意事項】 

    ア）スクリーンを利用する場合は、久留米市が準備したプロジェクター及びスクリ

ーンを利用すること。PCは事業者が用意すること。 

    イ）プレゼンテーションにおいて、事業者名等が分かる口頭での説明や、画面上で

の会社名等の記載は行わないこと。 

 

 ⑨ 優先交渉権者の決定 

   久留米市市有財産購入予定者選定委員会で審査し、総合点が最も高いものを契約の相

手方の候補者とし、次点の者を次順位候補者とする。なお、最高点の者が複数の場合は、

企画評価点（価格評価点を除く点数）が最も高いものを契約相手方の候補者として選定

する。企画評価点が 6 割（以下、「基準点」という。）未満の者は候補者として選定しま

せん。また、指定避難所としての継続利用ができないと評価された場合は、候補者とし

て選定しません。 

   提案者が１者のみの場合も審査を実施し、審査の結果、基準点を満たし、指定避難所

としての継続利用が可能と評価された場合は、当該提案者を候補者として選定する。提

案者が２者以上で基準点及び指定避難所としての利用条件を満たす者がいない場合、又

は、提案者がいない場合は、プロポーザルの手続きを中止する。 

   【通知方法】 

    プレゼンテーション審査を行った全てのものに対し、参加申込書記載のメールアド

レスに最終審査の結果通知を送付します。 

   【通 知 日】 

    令和６年１１月２９日頃（予定） 

 

 ⑩ 契約内容協議 

   契約候補者選定後、契約候補者と市は事業内容等の詳細について、地元の意向を踏ま

え、協議を行います。契約候補者は、その協議内容を反映した「旧下田小学校活用事業

計画書」を作成します。この計画書は、契約締結に当たっての「指定用途」の前提となる

ものです。 
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 ⑪ 特記事項 

  Ａ）情報公開及び提供 

    市は提出された企画提案書等について、久留米市情報公開条例（平成１３年９月２

８日条例第２４号）の規定に基づき、第三者への開示の可否を判断します。ただし、

本事業の契約締結前において、公正又は適正な候補者選定に影響が出る恐れがある

情報については、契約締結後の開示となります。 

  Ｂ）提出書類 

    提案書の提出は１事業者１案とします。提出されたすべての書類は返却しません。

また、提出後の差し替え及び追加、削除も認められません。提出された書類は、提出

した者に無断で、このプロポーザルに係る審査以外には利用しません。本提案に係

る書類作成及び提出費用など、必要経費はすべて事業者の負担とします。また、や

むを得ない理由等により、本プロポーザルを中止した場合においても、本プロポー

ザルに要した費用を本市に請求することはできません。 

  Ｃ）著作権等の権利 

    企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成したものに帰属するものとします。

ただし、本市と契約に至ったものが作成した企画提案書については、市が必要と認

める場合には、市があらかじめ通知することにより、一部または全部を無償で使用

（複製、転記または転写をいう。）することができるものとします。 

  Ｄ）参加辞退の場合 

    書類提出後、都合により参加を辞退することとなった場合は、速やかに書面（様式

任意）により、「問い合わせ先」に提出してください。 
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（１）契約の種別 

  契約種別は以下に示すとおりです。 

   ①土地の売買契約及び建物の無償譲渡契約（以下「売買契約」という。） 

   ②賃貸借契約（土地）及び使用貸借契約（建物）（以下「貸付契約」という。） 

  なお、事業者選考の審査において、①の場合には一定の加点を行うものとします。それ

ぞれの条件については「４．売買契約の場合」及び「５．貸付契約の場合」に示す条件を参

照してください。 

 

（２）契約手続きの前提 

  契約候補者の選定をもって契約候補者の企画提案書等に記載された全ての内容を承認す

るものではありません。市は契約候補者選定後、契約候補者と事業内容等の詳細について、

地元の意向を踏まえ、協議を行い、「旧下田小学校活用事業計画書」を契約候補者に作成し

ていただきます。この計画書に記載された事業（以下「提案事業」という。）の用途（以下

「指定用途」という。）に供する前提で契約の手続きを進めていくこととします。なお、こ

の計画書は令和７年１月中旬までに作成することとします。 

 

 （３）売買契約・貸付契約に共通する事項 

 ① 信義誠実の義務 

   市と契約者は信義を重んじ、誠実に契約を履行しなければなりません。 

 ② 裁判管轄 

   一切の紛争については市の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁

判所とします。 

 ③ 協議事項 

   契約書やこの要項に定めのない事項について定める必要が生じたとき、又は疑義が生

じたときは協議のうえ決定します。 

 ④ 実地調査等 

   市は契約で定める義務の履行状況を確認するため、随時に実地調査又は所要の報告を

求めることができます。この調査又は報告を拒むことはできないものとします。 

 ⑤ 関係法令の遵守等 

   事業の実施にあっては、関係法令（都市計画法、建築基準法、消防法、文化財保護法

等）や条例等を遵守してください。また、許可申請等が必要になる場合があるため、事

前に各担当部署へ確認してください。 

⑥ 禁止用途 

   本物件には禁止用途等の用途条件を設定しています。必ず本要項にてご確認ください

（売買契約の場合 P18 貸付契約の場合 P22）。売買契約の場合、禁止用途（風俗営業関

連用途及び暴力団組事務所の用途）については、５年間の事業期間経過後も本物件を所

有している限り、遵守していただく必要がありますのでご留意ください。 

３.契約に関すること 

.. 
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（１）売買契約の条件 

 ① 契約の種別 

   土地の売買契約及び建物の無償譲渡契約となります。 

 

 ② 契約の流れ 

   契約候補者により「旧下田小学校活用事業計画書」が作成された後、市と市有財産譲

渡契約を締結します。この契約は久留米市契約事務規則（昭和５０年規則第９号）第２

５条による仮契約であり、市が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第６号に規定する久留米市議会の議決（以下「議会の議決」という。）を得たとき、本契

約として効力を生じ、確定します。別に契約書は作成しません。また、本契約として確

定しなかった場合でも、市は損害賠償の責任を負わないものとします。 

 

 ③ 売買物件の予定価格 

最低売却価格 内訳 

18,390,000 円 土地 18,390,000 円 

   ・購入希望価格が最低売却価格を下回ると失格となります 

   ・建物については、地域の活性化に資する跡地活用を促進するため、無償で譲渡（譲

与）します 

   ・最低売却価格＝土地価格となりますので、消費税及び地方消費税の課税対象外とな

ります    

 

 ④ 用途条件 

  Ａ）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業、その他

これらに類する営業の用途に供することは禁止します。 

  Ｂ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩

序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はそれら

に類するものの用途に供することは禁止します。 

  Ｃ）本契約として効力を生じた日から５年間は、指定用途に供することとします。期間

中、やむを得ない理由により、提案事業を変更又は一時休止しようとするときは、

事前に理由書及び変更後の事業計画書を提出したうえで、市の書面による承諾を得

なければなりません。 

 

 ⑤ 契約締結における留意事項 

  Ｄ）契約保証金 

    仮契約締結の日から起算して１４日以内に、市が発行する納入通知書により売買代

４．売買契約の場合 
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金の１００分の１０の額を契約保証金として納入してください。なお、契約保証金

は、損害賠償額の予定とは解釈せず、売買代金、譲受人が市に対して負う損害賠償

金、違約金その他の金銭債務に無利息で充当することができるものとします。ただ

し、議会の議決を得られなかったときは譲受人に還付されます。    

  Ｅ）売買代金の納付 

    本契約として効力を生じた日から起算して６０日以内に市が発行する納入通知書に

より売買代金を一括して納入してください。契約保証金の額を差し引いて納付する

ことも可能です。期限までに納付されなかった場合、契約書に定める遅延損害金を

支払わなければなりません。 

  Ｆ）所有権の移転及び引き渡し 

    譲渡物件の所有権は譲受人が売買代金の全額を支払ったときに移転します。また、

所有権が移転した時をもって、譲渡物件を現状有姿のまま譲受人に引き渡します。

売買物件の敷地内に存在する樹木、フェンス、囲障、擁壁、工作物その他の付合物又

は定着物であって市の所有に属するものの所有権は本件土地と一体のものとして、

土地の所有権と同時に譲受人に帰属します。ただし、１.(５)対象物件の概要⑤【売

買の場合に事業者に所有権が移転しないもの】に記載している物件は除きます。 

  Ｇ）所有権移転登記 

    譲渡物件の所有権が移転し、引き渡しが完了した後、譲受人の請求により市が所有

権移転登記を行います。これに要する登録免許税その他の費用は譲受人の負担とし

ます。 

  Ｈ）危険負担 

    仮契約の締結の日から売買物件の引き渡しの日までに、市の責めに帰すことができ

ない事由により譲渡物件に生じた滅失、毀損、不具合等は全て譲受人の負担としま

す。 

  Ｉ）契約不適合責任 

    譲受人は仮契約の締結後に譲渡物件に種類、品質（埋設物を含む。）又は数量に関し

てこの契約に適合しない状態があることを発見しても、市に追完請求、代金の減額

または損害賠償の請求、もしくは契約の解除、その他の契約不適合責任を求めるこ

とはできないものとします。 

  Ｊ）事業着手及び用途開始時期 

    譲受人は、譲渡物件について、本契約として効力を生じた日から３か月以内に提案

事業に着手し、２年以内に、指定用途による使用を開始しなければならないものと

します。やむを得ない理由により、期間内に事業の着手又は指定用途による使用開

始ができないときは、事前に理由書及び変更後の事業計画書を提出したうえで、市

の書面による承諾を得なければなりません。ただし、提案事業のうち、地域利用に

関する項目及び災害時の避難所利用に関するものは、本契約として効力を生じた日

から履行しなければならないものとします。 
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  Ｋ）転売等の禁止 

    譲受人は本契約としての効力を生じた日から５年間は、事前の市の書面による承諾

なく、譲渡物件の所有権を第三者に譲渡すること、提案事業に反する担保権（抵当

権、根抵当権等）、地上権、質権、使用権（賃借権、使用貸借権等）その他の権利を

第三者に設定することをしてはなりません。 

  Ｌ）費用負担 

    この契約の締結に要する費用は譲受人の負担とします。 

  Ｍ）損害賠償 

    譲受人は契約に違反したために市に損害（調査費用、弁護士費用を含む。）を与えた

ときは、市が定める損害賠償金を支払わなければなりません。 

  Ｎ）特別教室棟及び管理教室棟に係る現状変更の報告 

    以下の校舎建物をそれぞれに示す期間までの間に、改修、減築、増築を行うとき、

又は第三者に所有権を移転しようとするときは、あらかじめ書面で市に報告をしな

ければなりません。また、第三者に所有権を移転するときは、この報告義務を当該

第三者に課さなければなりません。 

    （ア）特別教室棟  令和１９年３月３１日まで 

    （イ）管理教室棟  令和３０年３月３１日まで 

 

 ⑥ 売買契約の解除等に関する事項 

  Ｏ）買戻特約 

    市は本契約として効力を生じた日から５年を経過する日までにおいて、譲受人が次

のいずれかに該当したときは、譲渡物件を買い戻すことができます。買戻権の行使

にあたり市が返還すべき額は売買代金額とし、契約費用については返還しません。

また、返還金には利息を付しません。 

    （ア）契約に定める義務に違反したとき 

    （イ）暴力団排除に係る誓約書に定める義務のいずれかに違反したとき 

    （ウ）本プロポーザルの参加申し込みから仮契約締結までの間に、「２.公募に関す

ること (1)参加資格要件」を満たしていなかったことが判明したとき 

     譲受人は所有権移転登記を受けるのと同時に買戻特約の登記を行うこととし、こ

の登記手続きは市が行います。譲受人はこれに必要な書類を提出しなければなり

ません。買戻特約を行使したときは、譲受人は市に対し、所有権移転登記に必要

な書類を提出しなければなりません。買戻期間（本契約の効力を生じた日から５

年間）の満了後、譲受人は市に対して買戻特約の抹消登記を請求し、市が買戻特

約の登記の抹消を行います。買戻特約の登記に要する費用及び抹消登記に要する

費用は譲受人の負担とします。 

  Ｐ）契約解除 

    市は譲受人が次のいずれかに該当したときは、何らの催告を要せず、この契約を解

除できます。この解除によって譲受人に損害があっても、市は賠償責任を負いませ
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ん。市が返還する金員に利息は付しません。また、譲受人は次の（イ）に該当する事

由の有無を確認することを目的として役員名簿等の提出を求められたときは速やか

に提出しなければなりません。 

    （ア）契約に定める義務に違反したとき 

    （イ）暴力団排除に係る誓約書に定める義務のいずれかに違反したとき 

  Ｑ）違約金 

    譲受人は、次のいずれかの場合は、違約金としてそれぞれに示す額を、市が指定し

た期限までに支払わなければなりません。この違約金は損害賠償額の予定とは解釈

しません。 

    （ア）市が買戻特約を行使したとき         ７，８００，０００円 

    （イ）買戻期間を経過した後に契約を解除したとき   売買代金の２割の額 

  Ｒ）原状回復義務 

    買戻特約を行使したとき及び契約が解除されたとき、譲受人は譲渡物件を自己の責

任と費用負担において原状に復旧し、市が指定する期日までに返還しなければなり

ません。ただし、市が原状に回復することを要しないと書面により認めたときは、

この限りではありません。 

  Ｓ）費用等償還請求 

    契約が解除されたとき、譲受人は、負担した契約費用、譲渡物件のために支出した

必要費、有益費、公租公課その他譲渡物件に関して要した一切の費用を市に請求で

きないものとします。 

  Ｔ）使用利益の返還 

    契約が解除されたとき、譲受人は物件の引き渡し日から物件の返還日まで、１カ月

当たり３０７，０００円の割合による使用利益を市に返還しなければなりません。 

  Ｕ）相殺 

    違約金、契約違反による市の譲受人に対する損害賠償請求権その他市の譲受人に対

する金銭支払請求権と、譲受人の市に対する売買代金返還請求権は、対当額にて相

殺することができるものとします。  
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（１）貸付契約の条件 

 ① 契約の種別 

   土地の賃貸借契約及び建物の使用貸借契約となります。 

 

 ② 契約の流れ 

   契約候補者により「旧下田小学校活用事業計画書」が作成された後、市と土地の賃貸

借契約及び建物の使用貸借契約（以下「賃貸借契約等」と言う。）を締結します。この契

約は久留米市契約事務規則（昭和５０年規則第９号）第２５条による仮契約であり、市

が議会の議決を得たうえで、本契約として効力を生じ、確定します。別に契約書は作成

しません。また、本契約として確定しなかった場合でも、市は損害賠償の責任を負わな

いものとします。 

 

 ③ 貸付料の予定価格 

貸付物件 最低貸付料（年額） （参考：月額） 

土地 3,685,000 円 
４月～２月 307,000円 

３月    308,000円 

建物 無償  

   ・貸付希望価格が最低貸付料を下回ると失格となります。 

   ・建物については、地域の活性化に資する跡地活用を促進するため、無償で貸付（使

用貸借契約）します。 

   ・最低貸付価格＝土地価格となりますので、消費税及び地方消費税の課税対象外とな

ります 

 

 ④ 貸付期間 

   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで（５年間）とします。この期間には、

事業実施に向けた準備期間等を含みます。 

 

 ⑤ 用途条件 

  Ａ）貸付物件は善良なる管理者の注意義務をもって使用しなければなりません。 

  Ｂ）契約期間中は指定用途に供さなければならず、指定用途以外での使用収益をしては

なりません。期間中、やむを得ない理由により、提案事業を変更又は一時休止しよ

うとするときは、事前に理由書及び変更後の事業計画書を提出したうえで、市の書

面による承諾を得なければなりません。 

  Ｃ）借主はあらかじめ市の書面による承諾を得たときを除き、貸付物件の改良、改造、

増築、撤去、工作物の設置その他貸付物件に変更を加えることはできません。 

  Ｄ）貸付物件において以下の行為は禁止します。 

    （ア）銃刀、刀剣類、爆弾性又は発火性を有する物品、その他の危険な物品を製造又

５．貸付契約の場合 
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は保管すること。 

    （イ）排水管を腐食させるおそれのある液体そのほか環境に有害な液体を流すこと 

    （ウ）騒音、異臭、廃棄物の不始末、粗暴な言動その他近隣住民に迷惑となるような

行為をすること 

    （エ）貸付物件内に暴力団又は暴力団等を出入りさせること 

 

 ⑥ 契約締結における留意事項 

  Ｅ）契約保証金 

    本契約として効力を生じた日から１４日以内に、市が発行する納入通知書により貸

付料の３月分を契約保証金として納入してください。なお、契約保証金は久留米市

契約事務規則第２６条第３項第１号に掲げる担保の提供をもって代えることができ

ます。契約保証金は、借主が市に対して負う滞納貸付料、損害賠償金、違約金その他

の金銭債務に無利息で充当することができるものとし、充当した場合は、貸付料の

３月分に達するまで契約保証金を追加納付もしくはこれに代わる追加の担保提供が

必要となります。本件契約が終了し、借主が物件を明け渡したとき、契約保証金も

しくはこれに代わる担保を還付します。還付する額は、借主が市に対して負う金銭

債務に充当した後の残額になります。 

  Ｆ）貸付料の納付 

    各月分の額を前月末日までに市が発行する納入通知書により納付していただきます。

ただし、令和７年４月分の貸付料は令和７年４月末日までに納付してください。期

限までに納付されなかった場合、契約書に定める遅延損害金を支払わなければなり

ません。 

    貸付物件のうち土地の貸付料は提案における貸付希望額（年間）を各月分に按分し

て納付いただきます。建物の貸付料は無償です。貸付期間に１月に満たない期間が

生じた場合は日割り計算（１円未満切り捨て）を行います。 

  Ｇ）貸付物件の引き渡し 

    貸付期間の初日に貸付物件を現状有姿の状態で借主に引き渡します。 

  Ｈ）施設賠償責任保険への加入 

    貸付期間中、借主は施設賠償責任保険（施設の欠陥又は施設内外で行われる仕事の

遂行によって生じた対人・対物事故による損害を補償するもの）及び火災保険に加

入しなければなりません。 

  Ｉ）被害者への対応 

    貸付物件の欠陥又は提案事業の遂行に起因して生じた事故については、借主の責任

と費用負担において、被害者への対応及び賠償を行わなければなりません。 

  Ｊ）契約不適合責任 

    借主は契約の締結後に貸付物件に種類、品質（埋設物を含む）又は数量に関してこ

の契約に適合しない状態があることを発見しても、市に追完請求、貸付料の減額ま

たは損害賠償の請求、もしくは契約の解除、その他の契約不適合責任を求めること
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はできないものとします。 

  Ｋ）事業着手及び用途開始時期 

    借主は、貸付物件について、貸付期間の初日から３か月以内に提案事業に着手し、

２年以内に、指定用途による使用を開始しなければならないものとします。やむを

得ない理由により、期間内に事業の着手又は指定用途による使用開始ができないと

きは、事前に理由書及び変更後の事業計画書を提出したうえで、市の書面による承

諾を得なければなりません。ただし、提案事業のうち、地域利用に関する項目及び

災害時の避難所利用に関するものは、貸付期間の初日から履行しなければならない

ものとします。 

  Ｌ）転貸・譲渡の禁止 

    借主は、あらかじめ市の書面による承諾を得た場合を除き、名義、形式の如何を問

わず、貸付物件を第三者に使用させたり、借主としての権利義務を第三者に譲渡、

承継、担保供与することはできません。 

  Ｍ）原状回復義務 

    この契約が終了したとき、借主は貸付物件を自己の責任と費用負担において原状に

復旧し、市が指定する期日までに返還しなければなりません。ただし、市が原状に

回復することを要しないと書面により認めたときは、この限りではありません。 

  Ｎ）貸付物件の修繕 

    貸付物件に修繕を必要とする不具合（電力系統、排管等全ての不具合を含む。）が生

じたときは、全て借主の費用負担により修繕を行うものとします。修繕を行う場合

は、あらかじめ市に対し、修繕箇所及び内容について書面により報告が必要となり

ます。 

  Ｏ）有益費償還請求権 

    貸付物件に対する改良費その他の一切の有益費は借主の負担とし、市に対して有益

費の償還請求を行うことはできません。 

  Ｐ）造作物買取請求権 

    借主は、市の許可を得て貸付物件に造作物を設置した場合でも、市に対して造作物

買取請求権を行使することはできません。 

  Ｑ）費用負担 

    この契約の締結に要する費用は借主の負担とします。 

  Ｒ）損害賠償 

    借主は契約の借主としての義務に違反したために市に損害（調査費用、弁護士費用

を含む。）を与えたときは、市が定める損害賠償金を支払わなければなりません。 

 

 ⑦ 賃貸借契約等の解除等に関する事項 

  Ｓ）中途解約の禁止 

    借主は貸付期間の中途において、この契約を解約することができません。 
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  Ｔ）債務不履行及び暴力団排除措置による解除 

    市は、借主（共同企業体又は組合の場合は、その構成員のいずれかの者）が、次のい

ずれかに該当した場合、相当の期間を定めて、改善等の催告を行っても改善しない

ときは、本件契約を解除することができます。ただし、その内容が軽微であるもの

は除きます。 

     ・貸付料を３月分以上滞納したとき 

     ・契約に違反する行為があったとき 

     ・本プロポーザルの参加申し込みから仮契約締結までの間に、「２.公募に関する

こと (1)参加資格要件」を満たしていなかったことが判明したとき 

     ・借主としての義務に違反する行為があったとき 

    また、次のいずれかに該当する場合は、催告を行うことなく、直ちに本件契約を解

除することができます。 

     ・契約における借主の義務を履行できないことが明らかなとき 

     ・借主が契約における義務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき 

      （破産管財人等が契約を解除した場合を含む） 

     ・契約の締結又は履行に際し重大な不正行為を行ったとき 

     ・関係法令・規則等の規定に違反したとき 

     ・差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て又は滞納処分その他の公権力の処分

を受けたとき 

     ・破産、会社更生法、民事再生その他これらに類する手続きの申立てをしたとき

又は申立てをされたとき 

     ・暴力団排除に係る誓約書に定める義務のいずれかに違反したと認められるとき 

     ・その他、催告による改善の見込みがないことが明らかであるとき 

    この解除により借主に損害が生じても市はその損害賠償の責任を負いません。また、

借主は暴力団排除に係る誓約書に定める事由の有無を確認することを目的として、

役員名簿等の提出を求められたときは速やかに提出しなければなりません。 

  Ｕ）公用又は公共用に供する必要が生じた場合の解除 

    久留米市、国、久留米市以外の地方公共団体等において公用又は公共用に供するた

め必要が生じたときは、市は地方自治法第２３８条の５第４項の規定に基づき本件

契約を解除できることとします。この場合、借主は市に対し同条第５項に基づき、

生じた損失の補償を求めることができます。 

  Ｖ）違約金 

    市が債務不履行及び暴力団排除措置による契約の解除権を行使したときは、借主は

市に対し、違約金として、２年間分の貸付料相当額を支払うこととします。この違

約金は損害賠償額の予定とは解釈しません。 
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 問い合わせ先 

住 所：〒830-8520 

福岡県久留米市城南町 15-3  

 担 当 課：久留米市 総務部 財産管理課 （担当 有村） 

 電話番号：０９４２－３０－９０５９ 

 Ｆ Ａ Ｘ：０９４２－３０－９７０６ 

 メールアドレス：zaikan@city.kurume.lg.jp 


